
に，北東公庫が利用される時期が長く続いた。
　しかし，高度成長期が過ぎ，国内の金融資本市場が発達し
てくるにつれて，　昭和50年代後半から，行政改革，財投改
革の観点から政策金融に対して厳しい目が向けられるように
なり，累次の行政改革において，政策金融機関の整理合理化
の議論が続けられた。
　行財政改革を内閣の最重要課題として取り組んだ橋本龍太
郎内閣では，自民党行政改革推進本部において特殊法人改革
が推進された。平成９年には，「特殊法人等の整理合理化に
ついて」（同年９月閣議決定）において，「政策金融機関は，
官民の役割分担を踏まえ，民間金融の補完に徹し，業務の減
量化・重点化に努めるとともに，将来にわたる財政負担を含
め，財政依存の抑制に努めるものとする」と決定され，開銀
と北東公庫を統合するとともに，開銀の産業金融については
縮小することが求められた。閣議決定を受けて，日本政策投
資銀行法（平成11年法律第73号，旧政投銀法）が公布・施行
され，開銀及び北東公庫は，その40年以上の歴史を閉じ，日
本政策投資銀行（旧政投銀）として再出発することになった。
　しかしその後も，政策金融機関は民間金融機関と競合しそ
の収益機会を奪っている，あるいは民間の金融機能の発達を
阻害している等の批判は絶えなかった。小泉純一郎内閣以降
の政策金融改革の議論においては，旧政投銀の業務について
も民間金融機関による代替可能性の観点から検証が行われ
た。平成17年11月に経済財政諮問会議が決定した「政策金融
改革の基本方針」では，旧政投銀の業務分野について，「（前
略）政策金融として行う必要がなくなっているため，撤退す
る」こととされた。また，政策金融からの撤退後における新
組織の形態については，「新金融技術開発機能を維持するた
めには多くの機能が揃っていることが望ましいこと等から，
一体として完全民営化する」こととされた。
　完全民営化の具体的な姿については，平成18年６月に政策
金融改革推進本部・行革推進本部が決定した「政策金融改革
の制度設計」において，以下のように示された。
　①�　完全民営化時点では設立根拠法を廃止し，会社法上の
株式会社として，銀行法等，一般の金融関係法令の適用
を受ける民間金融機関となること。

　②�　資金運用については，新金融技術を活用した業務を展
開し，インフラ等への中長期の投融資を提供できるよう
必要な体制を整備すること。

１．設立の経緯

　株式会社日本政策投資銀行は，日本開発銀行と北海道東北
開発公庫が統合して発足した日本政策投資銀行が平成20年に
株式会社化されて設立されたものである。
　終戦後の経済復興が進められる中，復興金融公庫による新
規融資の停止に加えて，米国による対日援助が打ち切られた
こと，株式・社債市場が未成熟であったこと，民間金融機関
からのオーバーローン（貸出超過）も限界に近づきつつあっ
たこともあり，民間企業に設備投資の資金不足が生じ，長
期・低利の産業資金を供給する政策金融機関が必要であると
の声が官民から上がった。
　そこで，「長期資金の供給を行うことにより経済の再建及
び産業の開発を促進するため，一般の金融機関が行う金融を
補完し，又は奨励すること」を目的規定に置く日本開発銀行
法（昭和26年法律第108号）に基づき，全額政府出資の特殊
法人として設立されたのが日本開発銀行（開銀）である。開
銀は，当初，電力・海運・石炭・鉄鋼といった産業基盤への
量的な金融補完を任務としていたが，民間金融の回復に伴
い，次第により広い分野への質的な金融補完を実施するよう
になった。すなわち，国民経済的には極めて有益であるにも
かかわらず，投資回収に長期間を要する等の理由で民間金融
機関だけでは十分な資金供給が困難なプロジェクトに対し，
長期資金の供給を行うこと等により，産業の開発，経済社会
の発展を支援し，我が国の経済社会政策に金融上の寄与を
行った。
　一方，北海道関係者は，他地域に比べて産業立地条件の不
利な北海道における産業の振興を進めるため，かつて債券発
行を行う長期金融機関であった北海道拓殖銀行の代わりとし
ての役割を果たすような政策金融機関の設立を求めていた。
これを受けて，昭和31年５月に公布・施行された北海道開発
公庫法（昭和31年法律第97号）に基づく，全額政府出資の特
殊法人として北海道開発公庫が設立された。翌32年には，業
務区域を東北地方に拡大し，名称を北海道東北開発公庫（北
東公庫）と改める等の内容の北海道開発公庫法の一部改正
（昭和32年法律第82号）が行われた。その後，北海道におい
ては紙パルプ工業のような資源利用型の産業を中心に，東北
地方においては金属鉱業・精錬業のような重化学産業を中心

Ⅱ．株式会社日本政策投資銀行
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における金融の現状等を踏まえて，危機対応および成長資金
の供給に対し政投銀の投融資機能を活用するため，以下の通
り，所要の措置を講ずることとされた。
　①�　当分の間，会社による危機対応業務の実施を義務付
け，その適確な実施のための政府出資（交付国債の償還
によるものを含む。）に係る期限の延長等所要の措置を
講ずること。

　②�　会社は，民間による成長資金の供給の促進を図るた
め，平成32年度末までの間，地域活性化や企業の競争力
の強化に特に資する出資等を集中的に実施し（特定投資
業務），平成37年度末までに全ての出資等について処分
するよう努めることとし，このために必要な政府による
出資等所要の措置を講ずること。

　③�　上記①②の業務に関する措置を講ずる間，各業務の適
確な実施を確保する観点から，政府に対し，各業務に対
応し必要な会社の株式（それぞれ，発行済株式の1/3超，
1/2以上）を保有することを義務付けること。

２．目　的

　旧政投銀は，①経済社会の活力の向上及び持続的発展，②
豊かな国民生活の実現，③地域経済の自立的発展に資するた
めに，一般の金融機関が行う金融等を補完し，又は奨励する
ことを旨とし，長期資金の供給等を行い，もって我が国の経
済社会政策に金融上の寄与をすることを目的としていた（旧
政投銀法第１条）。民間金融の補完及び奨励が，組織の目的
ではなく，業務運営上の条件になっている点が，開銀法とは
異なっている。
　一方，現在の政投銀は，政策金融から撤退することとなっ
たことを踏まえ，従来のような民間金融の補完及び奨励に関
しては規定せず，「その完全民営化の実現に向けて経営の自
主性を確保しつつ，出資と融資を一体的に行う手法その他高
度な金融上の手法を用いた業務を営むことにより日本政策投
資銀行の長期の事業資金に係る投融資機能の根幹を維持し，
もって長期の事業資金を必要とする者に対する資金供給の円
滑化及び金融機能の高度化に寄与すること」（政投銀法第１
条）を目的としている。

３．機　構

　株式会社日本政策投資銀行は，本店に29部２室１研究所の
ほか，北海道，東北，新潟，北陸，東海，関西，中国，四国，
九州，南九州の10支店及び国内８事務所，現地法人４社を置
いている（令和６年３月末現在）。
　役員は，13名以内の取締役，５名以内の監査役からなる
（令和６年６月末の現員は取締役10名，監査役５名）。代表取
締役の選定及び解職並びに監査役の選任及び解任の決議は，
財務大臣の認可を受けなければその効力を生じないものとさ
れている（政投銀法第15条）。

　③�　資金調達については，債券を中心に中長期の資金調達
基盤を確立するほか，他の金融機関からの借入，大口預
金による調達等多様な資金調達基盤を確立すること。

　こうした検討を踏まえ，平成19年６月に株式会社日本政策
投資銀行法（平成19年法律第85号，政投銀法）が成立し，平
成20年10月１日に株式会社として株式会社日本政策投資銀行
（政投銀）が設立された。なお，同法附則第２条において，
施行後５年後から７年後を目途として政府保有株式を全部処
分（完全民営化）することとされた。
　また，政策金融改革においては，危機に対処するために必
要な金融が迅速かつ円滑に行われる体制を確保するべく，危
機時においては指定金融機関を通じて必要な資金供給を行う
危機対応制度が整備された。この制度において，政投銀は株
式会社商工組合中央金庫とともに「みなし指定金融機関」と
して，内外の金融秩序の混乱や大規模災害等の際に必要な資
金供給（危機対応業務）を実施することとされた。
　政投銀として新たなスタートを切った平成20年10月は，い
わゆるリーマンショックが発生した直後であり，その後，世
界的な経済金融危機に発展していく中で，政投銀は，一時的
に業績や資金繰りが悪化している中堅・大企業に対し，指定
金融機関として大規模な危機対応業務を実施し，セーフティ
ネットの役割を果たすことが期待された。このような大規模
な危機対応業務を円滑に実施するには，資産の増大に見合う
資本増強を行い，財務基盤を強化する必要があったため，平
成21年６月，議員立法により，平成24年３月末までの時限的
な措置として政府による追加出資及び交付国債の交付を可能
とする政投銀法の一部改正（平成21年法律第67号，改正政投
銀法）が行われるとともに，平成21年度第一次補正予算にお
いて，出資金3,500億円，交付国債１兆3,500億円が措置された。
　その後，東日本大震災による被害に対処するため，東日本
大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法
律（平成23年法律第40号，財特法）により政投銀法の一部改
正が行われ，政府による追加出資並びに交付国債の交付及び
償還の期限が平成27年３月末まで３年間延長された。上記の
改正政投銀法および財特法に基づき，政府保有株式を全部処
分する時期は２度にわたって延期され，平成27年４月から概
ね５年後から７年後を目途とすることとされた。また，政府
は，平成26年度末を目途として，政府による株式の保有の在
り方を含めた政投銀の組織の在り方等を見直すこととされ，
それまでの間においては，引き続き，その保有する政投銀の
株式を処分しないものとされた。
　かかる状況の中，平成26年に設置された，成長資金の供給
促進に関する検討会等の議論も踏まえた上で，平成27年５月
に株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律（平成
27年法律第23号，改正法）が成立した。
　改正法においては，政投銀の完全民営化の方針を維持しつ
つ，大規模な災害や経済危機等に対処するための資金の供給
確保に万全を期すとともに，地域経済の活性化や企業の競争
力強化等に資する成長資金の供給を促進する観点から，民間
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　従業員数は，1,261名である（令和６年３月末現在）。

４．政投銀法における枠組み

　政投銀法においては，経営の自主性を確保する観点から，
政府の関与は必要最小限に限定され，従来の予算統制（予算
の国会議決）が廃止された。ただし，一般監督権限に加えて，
代表取締役及び監査役の選任，定款変更，事業計画，償還計
画，資金調達に関する基本方針等について財務大臣の認可を
要する等，一定の事項について国の関与が維持されている。
また，資金調達面では，長期資金の投融資機能の維持に必要
な資金調達基盤を確保するため，債券発行，銀行借入れに加
え，財務大臣の承認及び内閣総理大臣（金融庁長官）の同意
を得れば，譲渡性預金の受入れや金融債発行を開始できるこ
ととされたほか，自力調達への円滑な移行を確保する激変緩
和措置として，完全民営化までの移行期間中に限り，引き続
き政府保証債の発行や財政融資資金からの借入れが可能とさ
れている。
　なお，移行期間中に政府が，政投銀の長期の事業資金に係
る投融資機能を活用しようとする場合には，他の事業者との
間の適正な競争関係（イコールフッティング）に留意しつ
つ，対等な競争条件を確保するための措置等を講ずることと
されている。
　このほか，会社法に基づく透明性・効率性の高い経営体制
として，取締役会・監査役会を設置するとともに，企業会計
基準の適用，法人税の支払い等が株式会社として当然に開始
されることとなった。

５．業務の概要

　政投銀は，政策金融機関として培ってきた「長期性」「中
立性」「パブリックマインド」「信頼性」といったDNAを保
持しつつ，2030年時点における将来像「ビジョン2030」にお
いて，産業・インフラ分野のプロフェッショナルとして，幅
広いリスク対応能力を発揮して事業や市場の創造をリードす
ると共に，危機対応など社会的な要請に的確に応え，2030年
の経済・社会において独自の役割を果たすことを目指してい
る。
　その上で，足下では，抜本的な人口構造・社会構造の変革
が進み，社会課題と事業者の経営課題が不可分一体となるな
か，政投銀グループとして，民間金融機関等との連携・協働
のもと，リスクマネーやナレッジを活用して事業者の課題解
決を通じた持続的成長へ貢献するべく，その行動計画として
第５次中期経営計画を策定している。

　直近，令和５年度の事業の概況については，融資業務にお
いては，伝統的なコーポレート融資に加え，ノンリコース
ローンやストラクチャードファイナンス等の金融手法を活用
した融資により多様化する資金ニーズに対応し，融資額は
３兆4,550億円（特定投資業務を含む）となった。また，投
資業務においては，事業拡大・成長戦略や財務基盤の整備
等，事業者の様々な課題に対し，エクイティ，メザニン等の
手法により長期的視点に基づき適切なリスクマネーを供給し
ており，当事業年度における投資額は3,649億円となった（特
定投資業務を含む）。
　また，令和２年からの新型コロナウイルス感染症の拡大に
対しては，政府の危機認定を踏まえた危機対応業務の実施に
加え，飲食・宿泊等をはじめとする事業者を取り巻く経営環
境が一段と厳しさを増す中，審査の迅速化や資本性劣後ロー
ンの金利負担の軽減，優先株の引受ファンドの設立等の施策
を講じるなど，様々な事業者支援策を講じた。
　このほか，平成27年の政投銀法改正において，本邦企業の
競争力強化や地域活性化に必要な成長資金の供給を時限的・
集中的に実施するべく，国から一部出資（産投出資）を受
け，新たな投資の仕組みである「特定投資業務」を創設して
いるが，業務開始から約５年が経過し，民間の投資領域が限
定的であることや地域における成長資金が不足していること
などを踏まえ，令和２年の政投銀法改正によって本業務を５
年間延長することが決まった。
　また，特定投資業務が延長されたことで，より中長期的な
目線で支援することが可能となる中，下記の重点分野を設定
し，重点的にリスクマネーを供給してきた。
　・�新型コロナウイルス感染症への対応（※）：事業者のコ
ロナ禍からの迅速かつ着実な回復・成長を支援。

　・�グリーン投資促進：再生可能エネルギー事業をはじめと
する，資源や環境の持続可能性を考慮した事業等を支援。

　・�スタートアップ・イノベーション：スタートアップの創
出・育成やオープンイノベーションに資する事業等を支
援。

　・�サプライチェーン強靱化・インフラ高度化：重点物資等
の供給力強化や物流インフラの強靱化・高度化等の取組
を支援。

　なお，特定投資業務においては，令和６年３月末日時点で，
215件約11,820億円の出融資を決定済みである。（うち出融資
実行額は約11,246億円。呼び水効果は約69,701億円。）

（※�）新型コロナウイルス感染症への対応は，同感染症が５
類感染症に移行する中，投資決定件数が落ち着きを見せ
ていたため，現在は重点分野ではなくなっている。
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